
はじめに

　本稿はモンゴル国（以下「モンゴル」，旧モン

ゴル人民共和国を含む）の人々の日本に対する

観方およびその要因について，モンゴルを調査

対象国に含む国際調査データの分析から検討す

るものである。２０１２年は日・モ国交樹立から４０

周年，旧モンゴル人民共和国が「モンゴル国」

として再スタートしてから２０周年にあたる。モ

ンゴルの人々から見た日本の印象や，日本の位

置づけを検討するには良い節目といえよう。
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　モンゴルは１９１１年の独立回復以来，１９３９年の

ハルハ・ゴル会戦（ノモンハン事件）および第

二次世界大戦末期の対日参戦という２度の対日

戦を経験した上，戦後も日モ両国間には日本人

抑留やモンゴルの対日戦時賠償要求が長年の課

題となってきた。１９７２年には両国間で国交が樹

立されたものの，旧ソ連の忠実な兄弟国であっ

たモンゴルと西側陣営に属する日本とは，相変

わらず縁遠い国であった。

　しかし，モンゴルの民主化以降，両国の関係

は急速な拡大を遂げた。日本はモンゴルへの最

大の援助供与国となり，大相撲でのモンゴル人

力士の躍進がモンゴルでも日常的に報じられる

ようになった。現在のモンゴルにおいて，日本＊立命館大学産業社会学部助教

モンゴル国における対日観
─体制転換による社会意識の相違に関する検討─

湊　邦生＊

　本稿ではモンゴルにおける対日観および，関連する要因について，国際比較調査データを用いた分
析を行う。モンゴルはしばしば対日感情が良好な国と言われるが，その「良好」さが十分に検証され
ているとは言い難い。加えて，社会主義時代のモンゴルにとって，日本はかつての交戦国であり，政
治体制も異なる「敵」であった。このことから，当時を経験したモンゴル人はむしろ対日感情が厳し
いことも想像される。本稿での分析からも，「社会主義世代」と「民主化世代」では，前者において対
日観がより厳しいことが見出された。ただし，いずれの世代においても肯定的な対日観を有する層が
多数派を占めており，他の東アジア諸国・地域との比較分析の結果からも，現在のモンゴルにおける
対日観が相対的に良好であることが示された。さらに，対日観と関連する要因については世代ごとに
全く異なっており，「社会主義世代」では国際組織認知度および教育年数等が，「民主化世代」では世
帯収入や外国人接触等が対日観と有意な関連を持つことが，分析結果から明らかとなった。以上の結
果は，今後さらなる拡大が予想される日本・モンゴル間の交流について考える上で有益となろう。
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はしばしば中国・ロシアに次ぐ「第３の隣国」

の１つとみなされており，日本政府外務省のウ

ェブサイトにみられるように，「現在のモンゴ

ル国はきわめて良好な対日感情を有する国」と

言われている（外務省ウェブサイト，２０１２）。

　ただし，その「良好な対日感情」がどの程度

のものかについては，これまで十分に検討され

てきたとは言い難い。そのような検討を行うに

は，モンゴルにおける日本および他の国・地域

に対する意識についての比較分析や，対日観と

の関連要因の分析が必要となるが，筆者の知る

限り，そのような分析はいまだなされていな

い。

　本稿の構成は以下の通りである。Ⅰではモン

ゴルにおける対日観に関する既存の議論や調査

資料を概観する。Ⅱからはモンゴルを含むアジ

ア１３か国・地域で実施された「アジアン・バロ

メータ」第２回調査（以下“ABS2”）データを

用いた分析を行う。まず，ⅡではABS2および

分析設問について解説した上で，モンゴルにお

ける対日観に関し，分析で検証すべき仮説を設

定する。Ⅲではモンゴルにおける対日観・対外

国観の比較分析および，対日観の国際比較を行

う。Ⅳでは多変量解析により，対日観と他の要

素との関連を分析する。ただし，後述するよう

にモンゴルでは民主化の前後で対日観が大きく

変化したと考えられるため，標本全体の分析に

加えて，「社会主義世代」と「民主化世代」に標

本を分割して分析を行い，両世代間の相違につ

いて検討する。以上の議論はⅤでまとめられ

る。

Ⅰ　既存資料の検討

　モンゴルにおける対日観について検討する際
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に考慮すべきは，これから述べる通り，民主化

の前後でモンゴルにおける日本の位置づけが大

きく異なり，その相違が対日観に大きな影響を

及ぼしている可能性である。本稿の検討対象は

民主化以後の対日観であるが，社会主義時代を

経験した人々の中には，旧来の対日観を保持し

ている人々も少なからず存在するであろう。

　そこで，この項では民主化以前，すなわち社

会主義時代と，民主化以後に分けて，対日観に

関する既存の議論・資料を検討する。このう

ち，前者の時代については調査データが存在し

ないため，文献資料に基づく検討を行う。一

方，後者については対日観に関する設問の集計

結果が利用可能な既存調査データを基に検討を

行う。

１　社会主義時代の対日観

　前項で述べた通り，モンゴルと日本とはかつ

て対立する政治陣営に属していた。当時のモン

ゴルにおいて日本は敵対勢力の一員として位置

づけられており，そのようなイメージの植え付

けは，当時の独裁政党である旧モンゴル人民革

命党や政府によって「あらゆるイデオロギー的

な手段（文学，映画，テレビ）を用いて，なさ

れてきた。毎年八月には，大げさなプロパガン

ダとともに，対日本軍国主義勝利の記念式典が

催された」（バトバヤル，２００２：１５１）１）。

　ここで問題となるのが，それらの喧伝が人々

にどの程度浸透していたかである。この点につ

いて，日本人による文献では「政府が対日批判

をくりかえしているときでさえ，一般のモンゴ

ル人は，けっして反日にはならなかったし，不

愉快な気持ちを一回も与えられなかった」「ラ

ジオからは『日本帝国主義』という言葉がポン

ポンでてくるんだけど，不思議なことに，ウラ



ンバートルの人々にそういう反日感情のような

ものは，全く感じませんでした」（以上小沢・

鯉渕，１９９２：２０５）というように，喧伝と人々の

意識とのずれが示唆されている。他方，モンゴ

ル人による文献では，「日本が『敵である』とい

うイメージ，また，日本人に対する『サムライ

戦士』２）というイメージは，過去数十年間，一

般のモンゴル人の心の中で，非常に強くやしな

われてきた感情である」（バトバヤル，２００２：

１５１），「モンゴルにとって日本は『第二次世界

大戦を引き起こした軍国主義国家』という理解

が多くを占めていました」（バトジャルガル，

２００５：１３７）と，喧伝と一致する記述がみられ

る。紙幅の関係上，本稿では以上の記述につい

ての詳細な検証を避けるが，この時代の対日観

が現在のものほど肯定的ではなかった可能性は

伺えよう。

　また，当時のモンゴルでは日本について知る

機会が極めて乏しかったうえ，両国間の人的往

来も極めて少なく３），両国人の自由な接触も不

可能であった。そのため，日本に対して明確な

イメージを持つことは困難であり，親しみを覚

える条件もなかった。バトジャルガル（前掲

書）では，「特に日本や日本人についての知識

や情報は全く乏しかった」「モンゴル人にとっ

て日本は遠く太平洋の霧の中に霞む見知らぬ島

のように想像されていた」との記述がある。ま

た，作家D.プレブドルジは，当時の人的交流の

困難について，インタビューで次のように述べ

ている。

「モンゴル人が日本人と会ってはならない時代が

あったくらいですよ。（中略）日本から人が来て，

あなたがたのように私の写真をとろうとすれば，

私は必ずモンゴル内務省から許可をとる必要があ
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りました。（中略）許可なしに来れば，私は捕ま

えられて，尋問される目に遭うのです」（小長谷，

２００４：２１９）。

　このような状況が民主化後に激変したのは周

知の通りである。ただし，その一方で「八〇年

代の末以降の，突然の日本との親交回復は，人

びと，特に中年の人たちに，ある種の困惑をも

たらした」「人びとの世論にはある種の分極化

も見られる（中略）一方は，あるジャーナリス

トによるものであるが，日本との同盟をむすぼ

うというものであり，他方は，ある歴史家によ

るもので，現在の日本の積極的な政策は，一九

三〇年代の日本の領土拡張主義的政策に，酷似

しているというものであった。」（以上バトバヤ

ル，２００２：１５１）という記述や，地方を訪れた日

本人観光客に対して酔った地元の若者が罵声を

浴びせた話も報告されている（バトジャルガ

ル，２００５：１０３）。

　以上から，社会主義を経験した人々の対日観

が，民主化後久しい現在でも旧来のままである

のかどうかが，分析上の焦点の１つとなる。

２　民主化後の対日観

　民主化以降，モンゴルでは対日観に関する設

問を含むさまざまな社会調査・世論調査が行わ

れるようになった。ここではそれらのうち，対

日観に関する設問について最低限集計結果を示

している，「モンゴルにおける対日世論調査」，

「アジア・バロメーター２００５」，「ポリトバロメ

ートル」の３つの調査を取り上げ，対日観に関

する設問への回答結果を検討する。

（１）　「モンゴルにおける対日世論調査」

　本調査はモンゴル国立大学社会調査研究所が



２００４年１０月から１２月にかけて実施したものであ

る。実施地域は首都ウランバートル市内６地点

と，エルデネト市（地方工業都市），ドルノド

（東部），ウムヌゴビ（南部），ホブド（西部），

セレンゲ（北部）各県の各１地点，合計１１地点

となっている。調査対象者数は２,０００人４）で，

調査は面接調査により実施された（外務省ウェ

ブサイト，２００５b）。

　この調査では対日観に関する多様な設問がた

ずねられているが，ここでは他の調査と類似し

ている設問に注目する。まず，「Q４．あなたは

どの程度日本に親しみを感じますか。」という

設問に対しては，図１の通り７割近くの回答者

が肯定的な回答をしている。また，表１を基

に，日本と諸外国・地域との印象を比較した３

つの設問に対する回答結果をみると，いずれも

日本が高位に入っていることが分かる。
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　前述の通り，この調査結果は日本の外務省ウ

ェブサイトが「現在のモンゴル国はきわめて良

好な対日感情を有する国」と記す根拠として用

いられている。ただし，この調査では調査地点

がウランバートルと地方の一部の県に限られて

おり，本調査は厳密な意味での全国調査とは言

えない。加えて，対象者の抽出方法が示されて

おらず，各調査地点で対象者が偏りなく選ばれ

たかどうかが確認できない。以上から，本調査

の結果の信頼性については留保が必要である。

（２）　「アジア・バロメーター２００５」

　　（The AsiaBarometer ２００５）

　「アジア・バロメーター」は２００３年以来アジ

ア各国で実施されている国際調査プロジェクト

である。対象国は毎年異なっており，モンゴル

は他の内陸アジア諸国（アフガニスタン，カザ

図１　日本への親近感（モンゴルにおける対日世論調査）
資料：外務省ウェブサイト（２００５a）。

表１　諸外国・地域の選好（モンゴルにおける対日世論調査）

Q３．今後モンゴルが最も親しくすべ
き国はどこだと思いますか（複数選
択回答）。

Q２．あなたが是非行ってみたいと思
う国はどこですか（複数選択回答）。

Q１．あなたのもっとも好きな国はど
こですか（複数自由回答）。

３７.４日本１４０.８米国１４１.８米国１
３５.１米国２３１.３日本２３３.４日本２
２８.２ロシア３１５.９韓国３２３.９韓国３
１４.０韓国４１４.３フランス４１０.４ドイツ４
１０.４中国５１１.９ドイツ５８.４フランス５
１０.４ドイツ６１１.５英国６８.１英国６
９.３英国７４.８ロシア７７.５ロシア７
６.６フランス８４.３北朝鮮８５.８中国８
４.４北朝鮮９３.８中国９０.８北朝鮮９
０.６その他１００.９その他１０

資料：外務省ウェブサイト（２００５a）。



フスタン，キルギスタン，タジキスタン，トル

クメニスタン，ウズベキスタン）および南アジ

ア諸国（バングラデシュ，ブータン，インド，

モルディブ，ネパール，パキスタン，スリラン

カ）とともに，２００５年調査の対象国となってい

る（アジア・バロメーター・ウェブサイト，

n.d.）。

　モンゴルでの調査は２００５年１０月から１１月にか

けて面接法により実施された。首都ウランバー

トルおよびドンドゴビ（中央），スフバートル

（東部），ホブド（西部），フブスグル（ハンガ

イ）５）の各県から調査地点が抽出され，各地点

ではランダム・ルート法と系統抽出法によって

対象世帯が抽出された。最終的に対象世帯中

８９８人が対象者となり，そのうち８００人から回答

が得られた（The AsiaBarometer Website, 

n.d.）。

　この調査では回答者に対して諸外国の自国に

対する影響についてたずねている。設問は英語

原票では “Do you think the following countries 

have a good influence or a bad influence on 

your country?” であり，モンゴル語調査票では
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“Tany bodloor daraakhi uls ornood Mongol 

ulsad yamar nölöö üzüüldeg ve?” となってい

る６）。図２ではモンゴルに対する影響につい

て，“Don’t know / Medekhgüi” （英語／モンゴ

ル語の順，以下同じ）を除く集計結果が示され

ている。日本の影響についてはロシア，アメリ

カ，韓国に次いで肯定的な回答が多く，全体の

半数を占めている。

　次に，日本からの影響に関する調査実施国ご

との回答結果をまとめたものを図３に示す。内

陸アジア諸国・南アジア諸国との比較で言え

ば，モンゴルにおいて特に対日感情が良いとは

言い難い。ただし，ここで比較対象となってい

る国々の中に，東アジア諸国や東南アジア諸国

など，日本との接触機会が比較的多い国々が含

まれていない点は注意すべきである。

　「アジア・バロメーター２００５」の設問には日

本を含む多様な国々が含まれており，多角的な

比較分析が可能である。反面，「モンゴルにお

ける対日世論調査」と同様，この調査も厳密な

意味での全国調査ではない。加えて，外国から

の「影響」には政治，経済，文化など多様な側

図２　モンゴル国に対する諸外国からの影響の認識（アジア・バロメーター２００５）



面が混在しており，どれを重視するかによって

回答が異なる恐れがある（河東［２００６］）ため，

結果の解釈には困難が生じる。さらに，「影響」

の認知がその国・地域への見方と同一視し得る

かどうかも定かではない。

（３）　「ポリトバロメートル」

　　（Polit Barometer / Politobarometr）

　本調査はモンゴルの調査機関サント・マラル

財団（Sant Maral Foundation / Sant Maral 

San）による世論調査である。調査地点および

回答者数は回により変動があるが，通常は首都

ウランバートルおよび地方４～５県を対象に，

合計１,０００～１,２００人から回答を得ている。例え

ば，２０１１年調査では首都ウランバートルおよび

スフバートル（東部），ウブルハンガイ（中部），

セレンゲ（北部），ホブド（西部）各県が対象地

域となり，回答者数は１,０００人であった。ただ

し，２０１２年には４月にウランバートルおよび全

県で調査が実施され，５,０２０人から回答が回収

されている。実施時期は２０１０年までは年２回春
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と秋（２０１０年は４月と１０月）となっていたが，

２０１１年は春（４月）のみ実施，２０１２年は前述の

４月調査に加え，６月に通常規模の調査が実施

された。

　この調査では毎回“Which country is the best 

partner for Mongolia? / Mongolyn khamgiin 

sain tünsh oron” という設問がたずねられてい

る。回答は上位２つまで可能であり，２つまで

の回答を合計した結果が毎回公表されているほ

か，２００８年以降の回答結果については，２０１２年

４月のものを除き，第１回答と第２回答を分け

た集計結果もまとめられている。

　ここではまず，第１回答を２点，第２回答を

１点として指数化したものの比率を図４に示

す。ロシアへの支持が群を抜いている一方で，

日本の回答比率は２００８年から２０１０年１０月にかけ

て低下し，ロシアとアメリカに次ぐ位置から中

国を下回るまでになった。２０１１年以後は上昇に

転じているが，この背景としては，東日本大震

災の発生によって日本への「同情票」が集まっ

た可能性が考えられる。

図３　「アジア・バロメーター２００５」調査実施国における日本の影響認識



　次に，データが入手できた２００５年以降につい

て，全国および地域別の回答結果の推移を図５

に示す。ただし，公開された集計結果の制約か

ら，ここでは第１回答と第２回答とがそのまま

合計されている。ここでもやはりロシアが多く

の支持を集めており，特に地方では圧倒的であ

る。日本は図４同様，２００８年までロシア・アメ

リカに次いで回答比率が高かったのが，２００９

年・２０１０年と中国を下回った後，２０１１年に再上

昇している。また，概してウランバートルでは
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地方より日本を選ぶ傾向が強い一方，地方では

調査ごとに回答の変動が大きい。

　ポリトバロメートルの調査は継続性があり，

対日観の時系列の変化を見るのに適している。

本稿執筆時点では２０１２年６月の調査結果までが

公開されており，以後の調査結果の公開も期待

される。ただし，同年４月の調査を除けば，本

調査はやはり厳密な意味での全国調査とは言え

ない。また，対象者の抽出方法，調査方法が示

されていない点も惜しまれる。さらに，諸外国

図４　「モンゴルのベストパートナー」回答結果（ポリトバロメートル）

図５　「モンゴルのベストパートナー」地域別回答結果（ポリトバロメートル）



に対する意識と，その国がモンゴルにとっての

「ベストパートナー」かどうかとは完全には一

致しない。後者に関しては，回答者が各国に対

する意識よりも，政治・経済的な計算を優先し

て回答することもあり得るからである。そのた

め，ここで示した回答結果を対日観・対外国観

と同一視することはできない。

（４）　課題

　ここでは「モンゴルにおける対日世論調査」，

「アジア・バロメーター２００５」，「ポリトバロメ

ートル」の回答結果と，その課題についてみて

きた。上記の３調査のうち，「モンゴルにおけ

る対日世論調査」および「ポリトバロメート

ル」は回答の集計結果しか公開しておらず，対

日観に関する設問と，他の設問項目との関連に

ついて一切知ることができない。他方，「アジ

ア・バロメーター２００５」は前述の通り個票デー

タを公開しており，ミクロレベルの分析自体は

可能であるとはいえ，設問が「対日観」そのも

のを表すとは断言できない。何より，いずれの

調査も厳密な意味での全国調査とは言えない。

　以上から，モンゴルにおける対日観につい

て，代表性が十分認められる全国データを用い

た分析を行うには，上記３調査とは異なるデー

タを利用しなければならない。そこで，次項か

らは「対日観」を直接扱った全国調査である

ABS2のデータを利用して分析を行うこととす

る。

Ⅱ　対日観の個票分析に向けて

１　「アジアン・バロメータ」（Asian Barometer / 

Aziin Barometr Sudalgaa）概要７）

　「アジアン・バロメータ」は国立台湾大学と
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国立台湾大学人文社会高等研究院を中心とす

る，政治的価値観・民主主義・ガバナンスに関

する世論を調査する国際プロジェクトである。

本稿執筆時点までに３回の調査が行われてお

り，モンゴルは第１回調査から参加している。

　本稿でデータを用いる第２回調査，すなわち

ABS2は，モンゴルのほかにカンボジア，中国，

香港，インドネシア，日本，韓国，マレーシア，

フィリピン，シンガポール，台湾，タイ，ヴェ

トナムで，２００５年から２００８年にかけて実施され

た。モンゴルでの調査は２００６年５～６月に，モ

ンゴル全国の有権者（１８歳以上の男女）を対象

として実施されている。対象者の抽出に際して

は，確率比例抽出法により選ばれた世帯のう

ち，調査対象に該当する人の中から無作為に抽

出する方法が採られた。計画標本数は１,２０６人

となっており，最終的に１,２１１人の有効回答を

得ている。調査方法は面接法である。

２　設問

　本稿が分析対象とする設問は回答者に日本・

アメリカ・中国への印象をたずねるものであ

る。設問文は英語原票では “Please let us 

know about your impressions of the following 

countries. Give it a grade from 1 to 10, being 

1 very bad and 10 very good.”であり，モンゴ

ル語調査票では“Ta daraakhi uls orny talaar 

yamar setgegdeltei baidag ve?”である。回答は

どの国についても１０段階の選択肢となってお

り，１ “Very bad / Mash muu”と１０ “Very 

good / Mash sain”を両極として，その間に２

から９までの数字が並んでいる８）。

　なお，ABS2では上記３ヶ国のほか，EUを含

む国際組織への印象についてもたずねている。

ここでEUに関する印象を欧州諸国への印象の



代理変数とすることも考えられるが，この設問

のみ回答者の範囲と設問文が他と異なる。具体

的には，まず “I’m going to name a number of 

international organizations. For each one, 

please tell me have you read or heard of 

them. / Ta daraakhi olon ulsyn baiguullagyn 

tukhai duudsan uu?” で，EU等国際組織につい

て聞いたことがあるかをたずね，そこで “Yes 

/ Tiim” と回答した者にのみ，“For each aware 

of, please let us know about your impression 

of the following organizations. / Edgeer 

baiguullaga Tand yamar setgegdel törüüldeg 

ve?” として印象をたずねている。そのため，本

稿ではEUの印象については単純集計の比較の

みを行い，それ以外の分析は行わない。

３　仮説

　ここではABS2データの分析において検証す

べき仮説を提示する。まず，モンゴルにおける

対日観を他の外国・地域への観方と比較した場

合の仮説として，「【仮説１】モンゴルにおいて

は，対日観は対米観に次いで良好である。」を

設定する。後述する通り，ABS2の公開データ

では日本およびEU・アメリカ・中国への印象

のみが含まれているため，これらの国・機関に

ついて比較を行う。

　また，対日観についてモンゴルとABS2の対

象国・地域とを比較する際の仮説として，「【仮

説２】モンゴルにおける対日観は，東アジアお

よび東南アジア諸国・地域における対日観より

も良好である。」を設定する。ABS2の対象国・

地域は，期間の差はあれ，いずれも日本による

支配や，第二次世界大戦で戦場となった経験を

有している。

　次に，モンゴルにおける対日観については，
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既に述べた通り世代間で大きな相違があること

が想定される。そこで，「【仮説３】「社会主義

世代」と「民主化世代」とを比較すると，後者

において対日観がより良好である。」を設定す

る。ただし，両世代をどこで分けるかについて

は次項で検討する。

　さらに，対日観との関連を検証すべき要因に

ついて，以下の仮説を設定する。

【仮説４】「社会主義世代」では，教育が対日観

に負の影響を及ぼす。他方，「民主化世代」で

は教育が対日観に正の影響を及ぼす。

【仮説５】ウランバートルではそれ以外の地域

と比較して，対日観がより良好である。

【仮説６】仏教を信仰していると回答する人ほ

ど，対日観が良好である。

【仮説７】テレビが視聴可能な人は，視聴不可

能な人よりも対日観が良好である。

【仮説８】ケーブルテレビが視聴可能な人は，

視聴不可能な人よりも対日観が良好である。

【仮説９】インターネットの利用度と対日観と

の間には，正の関連がある。

【仮説１０】外国の出来事への注目度が高い人ほ

ど，対日観が良好である。

【仮説１１】海外旅行経験が多い人ほど，対日観

が良好である。

【仮説１２】外国人との接触の機会が多い人ほど，

対日観が良好である。

【仮説１３】国際組織に関する知識が多い人ほど，

対日観が良好である。

　このうち，仮説４でとりあげた教育は，外国

人への感情を改善することが排外意識の研究か

ら示されている（Nukaga, ２００５）。ただし，社

会主義時代の公式教育は当時のイデオロギーを

刷り込む重要な手段であり，ゆえに「敵」たる

日本への意識に負の影響を及ぼしてきたと想定



される。また仮説５では，「ポリトバロメート

ル」の調査結果から，ウランバートルの方が他

の地域よりも対日観がより良好な可能性を想定

した。さらに仮説６では，自らを仏教徒とみな

す人々の方が，仏教徒の多い日本に対する意識

がより良好であると想定した。

　仮説７から９まではメディア接触に関する仮

説である。メディア接触による対外国意識への

影響については，既にさまざまな研究で実証さ

れている（Wanta, Golan & Lee, ２００４；伊藤・

河野編，２００８等）。民主化以後のモンゴルでは，

日本に関する情報の増加が，それまでの日本に

対する負のイメージを解消する働きを有してい

たと考えられる。特に，テレビ・ケーブルテレ

ビで放送されるモンゴル人力士の大相撲での活

躍は，視聴者の日本への親近感を増したと想像

される９）。以上から，メディア接触が対日観に

正の影響を及ぼすという想定が成り立つ。

　続く仮説１０から１３は回答者の外国への関心に

関する仮説である。一般に，外国への関心が高

い人や，外国・外国人，海外の情報への接触機

会が多い人ほど，外国・外国人に対して好意的

になる傾向が観察される（Nukaga, ２００６；大

槻，２００６；湊，２０１１；Minato, ２０１２）。ABS2で

は，回答者の外国の出来事に対する関心の程
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度，海外旅行の経験・頻度，外国人との接触機

会，国際組織（EU・国連・IMF・世界銀行）に

ついての認知をたずねており，本稿ではいずれ

も対日観に正の影響を及ぼすものと想定する。

Ⅲ　対日観の計量分析：「アジアン・バロメー

タ」第２回調査データの分析

１　集計結果の検討（１）モンゴル国における対

国・地域観の比較

　この項からはABS2データの分析を行う。ま

ず，モンゴルでの対日観および対米観，対中

観，対EU観それぞれの回答分布を図６に示す。

　選択肢のうち，５以下のものが否定的な回答

を，６以上が肯定的な回答をそれぞれ示す。日

本に関しては，肯定的な回答が全体の７割以上

を占めていることから，調査時点でのモンゴル

における対日観は良好と言えよう。また，他の

国・地域と比較した場合，対日観は対米観には

及ばないものの，対中観，対EU観よりは好ま

しいことが分かる。

　ここで，対日観，対米観，対中観それぞれの

間に有意な差があるかどうかを調べるべく，そ

れぞれの回答スコアの平均値について一元配置

分散分析およびDunnetの手法による多重比較

図６　モンゴルにおける対外国・地域観（ABS2）



を行った。表２に示された分析結果を見ると，

対米観と対日観の差，対中観と対日観の差はど

ちらも有意である。つまり，対日観は対米観ほ

ど良好ではない一方で，対中観は上回ってい

る。限られた国・地域間の検討ではあるが，そ

の範囲では仮説１は支持されたことになる。

２　集計結果の検討（２）他のアジア諸国・地域

における対日観との比較

　次に，モンゴルを含むABS2の調査実施国の

うち，データが得られなかったカンボジア・中

国・香港・韓国を除く各国・地域における対日

観の回答を集計した。結果を図７に示す。

　対日観に関する肯定的な回答に着目すると，

モンゴルでの比率は調査対象国・地域全体のも
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のを上回り，ヴェトナム・日本に次いで高い。

　次に，回答をスコア化した上で平均値を算出

し，前述の通りデータのないカンボジア・中

国・香港・韓国を除いた各国・地域につき，一

元配置分散分析と多重比較を行った。分析結果

を表３に示す。この表から，モンゴルにおける

対日観の平均値は，日本を除く他の調査対象

国・地域すべての値と有意な差が存在すること

が分かる。さらに，有意な正の差がみられるヴ

ェトナムを除く国・地域については，モンゴル

における平均値の方が有意に高いことになる。

　以上の分析結果から，仮説２はおおむね支持

されたと判断される。確かに，ヴェトナムにつ

いては正反対の結果が見出され，日本について

は有意差が見られなかった。さらに，カンボジ

表２　モンゴルにおける対外国観の一元配置分散分析および多重比較

Dunnetによる多重比較
標準誤差標準偏差平均値

標準誤差平均値の差

０.０６１２.０６７６.９２６日本（N ＝１１５０）
０.０９３　.３４５ ＊＊＊０.０６６２.２３０７.２７１アメリカ（N ＝１１４６）
０.０９２-１.４０８ ＊＊＊０.０６９２.３５２５.５１８中国（N ＝１１７４）

 ＊＊＊p ＜ .００１，＊＊p ＜ .０１，＊p ＜ .０５，＋p ＜ .１，F ＝２０３.７４９＊＊＊，η２＝０.１０５
注：「平均値の差」は，対日観の平均値について，各国のものからモンゴルのものを差し引いた差を示す。

図７　ABS2対象国における対日観の集計結果



ア・中国・香港・韓国については仮説検証がで

きていない。しかし，それら以外の東アジア，

東南アジア諸国・地域に関しては，仮説２に合

致する分析結果が示された。

Ⅳ　対日観の要因分析

１　世代間の相違の計測に向けて

　この項では，対日観を従属変数として，さま

ざまな独立変数との関連について，重回帰分析

を行う。ただしこの項では標本全体の分析に加

え，対日観が大きく変化すると想定される「社

会主義世代」と「民主化世代」ごとの分析も行

い，結果について比較する。

　ここで問題となるのが，「社会主義世代」と

「民主化世代」とをどこで分割するかである。

単純な方法は，回答者の生年が民主化以前か以

後かで分割するものである。しかし，この方法

では社会主義時代最末期に生まれ，当時の記憶

立命館産業社会論集（第４８巻第３号）88

がない層が「民主化世代」に含まれてしまう。

加えて，ABS2の実施時点で，民主化以後に生

まれた世代は最も年齢が高くても１６歳であり，

そもそも調査対象ではない。

　そこで，本稿では世代の分割に際して教育経

験を基準とする。すなわち，主に社会主義時代

に教育を受けた世代を「社会主義世代」，主に

民主化以後に教育を受けた世代を「民主化世

代」とする。その上で，一般的なモデルとし

て，８歳から１８歳までを公式教育期間とする。

このうち，就学開始年齢は調査対象者（２００６年

時点で１８歳以上）の学童・生徒時代の教育制度

を基に設定している。また，ABS2データにお

いて，公式教育経験が１０年未満の回答者は有効

回答中２３.５％にすぎないため，社会主義時代の

最終年である１９８９年時点で１８歳以上，すなわち

１０年制教育を終えた世代は，主に社会主義時代

に教育を受けたものとみなすことができる１０）。

　以上から，本稿では調査時点での年齢が３５歳

表３　ABS2対象国における対日観の一元配置分散分析および多重比較

Dunnetによる多重比較標準
誤差

標準
偏差

平均値
Dunnetによる多重比較標準

誤差
標準
偏差

平均値
標準誤差平均値の差標準誤差平均値の差

０.０８５ ＊＊＊-０.６４５０.０５１２.３００６.２８１タイ（N ＝１０９７）０.０８６  ０.１０９０.０５５１.７７１７.０３５日本（N ＝１０５０）
０.０７９ ＊＊＊-０.３８４０.０５４２.００１６.５４２台湾（N ＝１４７９）０.０８４ ＊＊＊-０.８２９０.０７０２.１４５６.０９７マレーシア（N ＝１１３９）
０.０８５ ＊＊＊-０.７６８０.０６４２.３２６６.１５８フィリピン（N ＝１０９０）０.０８９ ＊ ０.２６６０.０５２１.６５２７.１９２ヴェトナム（N ＝９２３）

---０.０６１２.０６７６.９２６モンゴル（N ＝１１５０）０.０８８ ＊＊＊-０.７９４０.０６９１.５７５６.１３２シンガポール（N ＝９５３）

---０.０２０２.０４８６.４８２合計（N ＝１０２５８）０.０８０ ＊＊＊-０.８０００.０５４１.９９４６.１２６インドネシア（N ＝１３７７）

 ＊＊＊p ＜ .００１，＊＊p ＜ .０１，＊p ＜ .０５，＋p ＜ .１，F ＝５０.６６２＊＊＊，η２＝０.０３８
注：「平均値の差」は，対日観の平均値について，各国のものからモンゴルのものを差し引いた差を示す。

図８　世代別対日観の分布



以上の層を「社会主義世代」に分類する。そし

て，３４歳以下の層を，主に民主化以後に教育を

受けた世代，すなわち「民主化世代」に分類す

る。ここで，図８から両世代の対日観設問への

回答を見ると，社会主義世代の方が民主化世代

よりも肯定的な回答の比率が小さいことが分か

る。さらに，表４から対日観のスコアの平均値

を比較すると，社会主義世代の方が民主化世代

よりも有意に低い。
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２　独立変数

　前項の議論を踏まえた上で，対日観と関連す

る要因についての重回帰分析を行う。ここでの

分析で用いる独立変数は表５の通りである。独

立変数にはⅡで述べた仮説の検証に用いるもの

に加え，回答者の基本属性となる性別，年齢，

主観的社会階層，世帯収入が含まれる。また，

一般的信頼感は日本人の対モンゴル観と有意な

関連が示されたことから（Minato, ２０１０），本稿

でも変数に加える。さらに，ABS2ではラジオ

表４　世代別対日観スコア平均値の差の検定

標準誤差平均値の差（a-b）標準誤差標準偏差平均値

０.０８０２.０７０６.８１０ａ： 社会主義世代（N ＝６６９）
０.１２３-０.２７７ ＊０.０９４２.０５４７.０８７ｂ： 民主化世代（N ＝４８１）

 ＊＊＊p ＜ .００１，＊＊p ＜ .０１，＊p ＜ .０５，＋p ＜ .１

表５　独立変数一覧

説明変数

Ⅰ．基本属性
male＝１，female＝０男性ダミー
実数を投入年齢
実数を投入教育年数
“Capital city”，“Provincial center, other cities”，“County center, village”，“Countryside （remote area）”のうち，
“Capital city”を参照カテゴリーに設定。残る３つを「県中心地・市ダミー」，「郡中心地・村ダミー」，「遊牧地域ダミ
ー」としてそれぞれ投入

居住地域

１“Lowest status”から１０ “Highest status”までの１０段階の回答を投入主観的社会階層
１“lowest quintile”から５“top quintile”までの世帯収入５分位を投入世帯収入５段階

Ⅱ．社会意識
“Most people can be trusted” ＝１，“You must be very careful in dealing with people” ＝０一般的信頼感ダミー
回答者の信仰する宗教を「仏教」「イスラム教」「キリスト教」「その他／無宗教」の４カテゴリーに分類。「その他／
無宗教」を参照カテゴリーに設定し，残る３つを「仏教ダミー」「イスラム教ダミー」「キリスト教ダミー」としてそ
れぞれ投入

信仰する宗教

“Not religious at all” ＝０，“Lightly religious” ＝１，“Moderately religious” ＝２，“Very religious” ＝３として投入信仰程度

Ⅲ．情報アクセス
テレビ保有世帯＝１，なし＝０TV保有ダミー
ケーブルテレビ視聴可能世帯＝１，なし＝０CATV視聴可能ダミー
ラジオ保有世帯＝１，なし＝０ラジオ保有ダミー
“Not aware/Never” ＝０，“Hardly ever” ＝１，“Several times a year” ＝２，“At least once a month” ＝３，“At least 
once a week” ＝４，“Almost daily” ＝５として投入

インターネット利用頻度

Ⅳ．対外志向
“Not at all” ＝０，“Very little” ＝１，“Not too closely” ＝２，“Somewhat closely” ＝３，“Very closely” ＝４として投入外国の出来事への注目
“Never” ＝０，“Just once in my whole life” ＝１，“Just a few times in my whole life” ＝２，“Almost once a year” ＝３，
“A few times a year” ＝４として投入

海外旅行経験

“Never” ＝０，“Hardly ever” ＝１，“Several times a year” ＝２，“At least once a month” ＝３，“At least once a week”
 ＝４，“Almost daily” ＝５として投入

外国人接触

EU，国連，IMF，世界銀行それぞれについて，聞いたことがあるかどうかをたずねた設問の回答結果につき，「はい」
を１点，「いいえ」を０点として点数化。回答の総和を計算し投入

国際組織認知度



の保有もたずねているため，ラジオによる情報

聴取の影響についても分析する。

３　対日観の重回帰分析

　前述の独立変数を用いて，対日観の関連要因

に関する重回帰分析を行った。ここではまず対

象者全体について分析したのち，年齢の代わり

に世代ダミーを投入したモデルを分析し，他の

変数を制御した状況での世代の相違について示

した。続いて，世代ダミーを年齢に戻し，標本

を「社会主義世代」および「民主化世代」に分

割して分析を行った。分析結果は表６の通りで

ある。なお，各独立変数のVIFは５を下回って

おり，多重共線性は生じていないと判断され

る。

　まず全年齢での分析結果を見ると，教育年

数，世帯収入，国際組織の認知度が有意な正の
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関連を有している一方，年齢が有意な負の関連

を有していることが分かる。ここで，年齢に代

えて世代のダミー変数を投入すると，こちらも

有意な負の関連があった。すなわち，他の独立

変数をすべて一定としても，「社会主義世代」

の方が「民主化世代」より対日観のスコアが低

くなる傾向がある。したがって，仮説３は支持

される。

　さらに世代別の分析結果を見ると，両世代で

共通して有意な変数が全く存在しない。つま

り，世代によって対日観の規定構造が全く異な

るのである。まず，社会主義世代では教育年数

と国際組織の認知度が有意な正の効果を，ラジ

オ保有が有意な負の効果をそれぞれ有してい

た。とくに，教育年数については仮説とは正反

対の結果となった。この背景としては，高次の

教育機関で学んだ人は日本等西側諸国の情報へ

表６　ABS2に基づく対日観の要因に関する重回帰分析

民主化世代（N ＝４０８）社会主義世代（N ＝５８６）世代ダミー（N ＝９９４）全年齢（N ＝９９４）
βS.E.BβS.E.BβS.E.BβS.E.B

.９８８ ＊＊＊６.９６９.７４２ ＊＊＊５.８２３.４８５ ＊＊＊５.６８１.５２３ ＊＊＊６.１５５定数
-.０３０.２１８-.１３１.０６５.１８３.２６７.０１１.１３８.０４７.０１４.１３８.０５８男性ダミー
-.０５９.０２４-.０２５-.０８２.００９＋-.０１６-　-　-　-.１０８.００５ ＊＊-.０１６年齢
-　-　-　-　--　-.０７１.１４８ ＊-.２９６-　-　-　社会主義世代ダミー
.０４１.０４８.０３０.１１５.０２９ ＊.０６３.０８９.０２４ ＊.０５４.０７８.０２４ ＊.０４８教育年数
-.０１２.３１９-.０７０-.０１８.０５３-.０２２-.００３.１９１-.０１６-.００８.１９０-.０４５居住地域：県中心地・市ダミー
.１０２.２８７.４２３.０５６.０７０.０８４.０４３.１８２.１７９.０３１.１８３.１２９居住地域：郡中心地・村ダミー
.１０８.６４２ ＊１.２６９.０１３.２４３.０６４.０４１.４１５.４９６.０３７.４１５.４４５居住地域：遊牧地域ダミー
-.０３８.０６８-.０４９.０２３.２４３.０９５-.０２７.０４２-.０３３-.０２３.０４２-.０２９主観的社会階層
.１６５.０８３ ＊＊.２３６-.０１１.５４６-.１４０.１０３.０５３ ＊＊.１５０.０９７.０５３ ＊＊.１４１世帯収入５段階
.０５４.３７２.４１１-.０４１.２５５-.２５２-.００６.２１０-.０３８-.００２.２０９-.０１６一般的信頼感ダミー
-.０３６.４２４-.１６５.０１６.３４９.０７６-.０２７.２６６-.１２３-.０１４.２６６-.０６３信仰：仏教ダミー
-.０４２.６４０-.４３７.０３３.４３６.２４１.００３.３５２.０２１.０１１.３５２.０８９信仰：イスラム教ダミー
-.０２７.６７８-.２７６-.０５６.６８０-.７８８-.０３９.４７３-.４７１-.０３９.４７２-.４６５信仰：キリスト教ダミー
-.０５１.１８３-.１１１.０１８.１４５.０４３-.００７.１１３-.０１７-.０１５.１１３-.０３４信仰程度
-.０９７.５２３＋-.９７３.０２０.３８３.１８０-.０１０.３０７-.０９３-.０１０.３０６-.０９２TV保有ダミー
-.０５２.２８１-.２４５.０５４.２５４.２６１-.００１.１８６-.００３.００４.１８６.０２１CATV視聴可能ダミー
.０１９.２０９.０７９-.０８９.１７９ ＊-.３６６-.０４５.１３４-.１８５-.０４１.１３４-.１６９ラジオ保有ダミー
-.００７.０８５-.００８-.０９５.０９２＋-.１６７-.０３５.０５８-.０４７-.０５４.０５８-.０７３インターネット利用頻度
.１１２.１１８ ＊.２４５-.０２９.１０２-.０６４.０１１.０７７.０２４.０１７.０７７.０３７外国の出来事への注目
.０３０.１０４.０５６.０５１.０８７.０８１.０２９.０６５.０４９.０３４.０６４.０５６海外旅行経験
.１４４.０８９ ＊.２１８.０１０.０８９.０１６.０７２.０６２＋.１１５.０６７.０６２＋.１０７外国人接触
.０１２.１１３.０２５.１２３.０８８ ＊＊.２３３.０８０.０６９ ＊.１５５.０８６.０６９ ＊.１６８国際組織認知度

 ＊＊２.０５６ ＊＊＊２.５０１ ＊＊＊２.８７４ ＊＊＊３.１１８F
.０５２.０５１.０３８.０４３調整済みR２乗

 ＊＊＊p ＜ .００１，＊＊p ＜ .０１，＊p ＜ .０５，＋p ＜ .１



のアクセスが比較的容易であり，情報接触の結

果対日観が改善されたことが考えられる。一

方，「民主化世代」では事前の仮説に反し，遊牧

地域ダミーが有意な正の関連を有していた。ま

た，外国の出来事への注目，外国人接触も有意

な正の関連を有しており，これは仮説に合致す

るものであった。ほかに，世帯収入にも有意な

正の関連が見出された。

　以上をまとめると，仮説４については「社会

主義世代」で，仮説５については「民主化世代」

で，それぞれ正反対の結果が出た。また，仮説

６～９および１１は支持されなかったが，仮説１０

と１２は「民主化世代」で，仮説１３は「社会主義

世代」で，それぞれ支持された。

Ⅴ　まとめ

　本稿ではモンゴルにおける対日観について，

モンゴル全国で実施された国際調査プロジェク

トであるABS2のデータ分析を中心に議論を行

ってきた。その結果，モンゴルにおける対日観

については，（１）対露観・対米観を除けば他の

外国への意識よりも概して良好であること，

（２）東アジア・東南アジア諸国・地域の大部分

よりも良好であること，（３）「社会主義世代」

「民主化世代」の違いによって，程度のみなら

ず規定構造も異なることなどが明らかとなっ

た。

　最後に，本稿の限界について述べておきた

い。まず，対日観の比較分析対象が対米・対中

観のみにとどまった点が挙げられる。特に，モ

ンゴルにとって最重要国の１つであるロシアの

印象を分析に含められなかった点は残念であ

る。ABS2のモンゴル語調査票ではロシアの印

象に関する設問も記載されているものの，公開
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データの中に回答結果が含まれていなかったた

め，対日観と対露観の比較分析は不可能であっ

た。今後のデータ公開を期待したい。

　さらに，データ収集以来６年が経過した点も

挙げられる。ABS2の実施以来，一連の「朝青

龍問題」や東日本大震災など，モンゴル・日本

両国関係を考える上で重要な出来事が少なから

ず生じている。それらを経た後のモンゴルにお

ける対日観については，「ポリトバロメートル」

の集計結果からある程度は把握可能である。し

かし，対日観と他の外国への意識との比較や，

規定構造の変化の可能性についてなど，より詳

細な分析を行うためには，新たなデータによる

分析が求められる。そもそも，「ポリトバロメ

ートル」の集計結果が示唆するように，対外国

意識は時期により変化し得るものであり，新た

なデータによる知見の更新が求められる。

　日本とモンゴルとの交流は今後も拡大してい

くであろう。とすれば，モンゴルにおける日本

の位置付け，日本への見方に関する研究の必要

もさらに増していく。モンゴルにおける対日観

の研究は，今後も重要な課題であり続ける。
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注
１） ここでいう記念式典とはハルハ・ゴル会戦の

勝利を記念したものとみられる。後述する小
沢・鯉淵両氏の対談によれば，「毎年，八月二
十五日ぐらいから一週間，〝ハルハ河会戦の週
間〝（原文ママ）というのがある」（小沢・鯉
渕，１９９２：２０５）。

２） ここでの「サムライ」は日本人への蔑視や揶
揄を表す言葉であり，肯定的な意味は全く持た
ない。

３） 国交樹立以降の日本からモンゴルへの出国者
は，１９９０年代はほぼすべての年で４ケタ台であ
り，１９９８年には１万人台を突破したのに対し，
１９７０年代は多くても１００人台，１９８０年代は最大
でも３４５人であった（法務省大臣官房司法法制
調査部，年刊）。

４） 調査対象者のうち４３９人に対しては「有識者」
として追加設問がたずねられているが，本稿の
関心とは異なるため，ここでは省略する。

５） ハンガイとはもともとモンゴル中西部に位置
する山脈の呼称であり，転じて同山脈を含む各
県にまたがる地域を指す。

６） 調査項目のモンゴル語については，「アジ
ア・バロメーター２００５」とABS2ではモンゴル
語調査票に準拠した。また「ポリトバロメート
ル」では調査票が公開されていないため，集計
報告上の記載を用いた。「モンゴルにおける対
日世論調査」についてはモンゴル語の資料が公
開されていない。

 また，モンゴル国におけるモンゴル語は一般
的にキリル文字で表記されるが，ここでは読者
にとっての利便性を考え，モンゴル語はすべて
ラテン文字表記に転写したものを示す。なお転
写方法はICTPA（n.d.）に準拠する。

７） ここでの記述は Asian Barometer Website
（n.d.）および East Asia Barometer Website 
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（n.d.）による（“East Asia Barometer”は「アジ
アン・バロメータ」発足当初の名称である）。
調査の詳細についてはMinato（２００８a, ２００８b）
も参照のこと。

８） 設問文はAsian Barometer Website（n.d.）に
よる。また，本文の回答以外に“Not applicable 
/ Taarakhgüi asuult”，“Don’t understand the 
question / Asuultyg oilgokhgüi baina”，“Can’t 
choose / Khariulj chadaagüi”，“Decline to 
answer / Khariulakhaas tatgalzsan”があるが，
分析上不要なので除外した。

９） もちろん，日本に関するネガティブなメディ
ア情報が多ければ，対日観は悪化しよう。特
に，横綱朝青龍に対する日本での批判を知った
モンゴルの人々が対日観を悪化させた可能性は
ある。ただし，朝青龍批判が噴出したのは彼が
巡業を欠席してモンゴルでサッカーに興じたこ
とが発覚した２００７年夏以来であり，調査結果に
は影響していない。

１０） 社会主義時代の教育制度については神沢
（１９７８）および宮前（２００９）を参照。

参考文献
アジア・バロメーター・ウェブサイト，n.d.，『アジ
ア・バロメーター２００５年度調査』２０１２年１月２０
日閲覧，URL: https://www.asiabarometer.org/ 
ja/surveys/２００５

The AsiaBarometer Website, n.d., Methodology 

(Mongolia), Retrieved on November １６th, 
２００９ from https://www.asiabarometer.org/
 files/Methodology(Mongolia).xls

Asian Barometer Website, n.d., Program Overview, 

Retrieved on 8th March, 2012 from http://www.

 asianbarometer.org/newenglish/ introduction/

 ProgramOverview.htm

East Asia Barometer Website. n.d., Technical 

Specifications of the East-Asian Barometers: 

Mongolia, Retrieved on January 20th, 2012 

from http://www.jdsurvey.net/eab/ EABTechni

 cal. jsp

Ts.バトバヤル，芦村京・田中克彦訳，２００２，『モン
ゴル現代史』明石書店。



Z.バトジャルガル，大塚亮訳，２００５，『日本人のよう
に無作法なモンゴル人』万葉舎。

外務省ウェブサイト，２００５a，『調査結果（抄録）
（PDF）』ページ，２０１１年１２月２４日閲覧，URL: 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/mongolia/y-

oron05/pdfs/2005-1.pdf

外務省ウェブサイト，２００５b，「モンゴルにおける対
日世論調査（概要）」ページ，２０１１年１２月２４日閲
覧，URL: http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
 mongolia/yoron05/index.html

外務省ウェブサイト，２０１２，「最近のモンゴル情勢
と日・モンゴル関係」ページ，２０１２年３月５日
閲覧，URL: http://www.mofa.go.jp/mofaj/ area/
 mongolia/kankei.html

法務省大臣官房司法法制調査部，年刊，『出入国管
理統計年報』。

ICTPA, n.d., Mongol khennii kiril tsagaan tolgoin 

üsgiig khörvüülekh, ２０１２年５月１３日閲覧，URL: 
http://www.ictpa.gov.mn/uploads/files/standar-

t5217_2012.pdf

伊藤陽一・河野武司編，２００８，『ニュース報道と市
民の対外国意識』慶応義塾大学出版会。

Inoguchi, Takashi, et al. AsiaBarometer Survey Data 

2005, [computer file]. AsiaBarometer Project 

(http://www.asiabarometer.org/), Retrieved 

on October 6th, ２００９．
神沢有三，１９７８，「モンゴル人民共和国における国
民教育制度」『アジア研究所紀要』５５：１６３-１８７。

河東哲夫，２００６，「［書評］猪口孝・ミゲル・バサネ
ズ・田中明彦・ティムール・ダダバエフ編著
（２００５）『アジア・バロメーター　都市部の価値
観と生活スタイル─アジア世論調査［２００３］の
分析と資料』」『アジア研究』５２（１）：１０２-１０６。

小長谷有紀，２００４，『モンゴルの二十世紀　社会主
義を生きた人々の証言』中公叢書。

Minato, Kunio, 2008a, “Cross-national Social Survey 

in East Asia: World Values Survey, ISSP, 

AsiaBarometer, Asian Barometer, East Asia 

Value Survey and EASS”，大阪商業大学比較地
域研究所・東京大学社会科学研究所編『日本版
General Social Surveys研究論文集［７］ JGSS

モンゴル国における対日観（湊　邦生） 93

で見た日本人の意識と行動』１５９-１９３。
Minato, Kunio, 2008b, “Emergence of Cross-

National Social Surveys in Mongolia: What 

Have They Revealed?”，『モンゴル研究』２５：１３-
３０。

Minato Kunio, ２０１０, “Affinity with A Neighbor 
Approaching From Afar – The Japanese 

Attitude Toward Mongolia Seen From Survey 

Data”，『立命館産業社会論集』４６（３）：６８-８０。
湊邦生，２００９，「JGSS-２００６ から見た日本における
モンゴル国の好感度─東アジア各国・地域との
比較検討─」『日本版総合的社会調査共同研究
拠点 研究論文集［９］ JGSS Research Series 
No.６』１４１-１５７。

湊邦生，２０１１，「日韓ネット世代の対外国人意識─
日韓比較調査データからの検討─」『多文化関
係学会２０１１年度第１０回年次大会抄録集』３２-３３。

宮前奈央美，２００９，「モンゴルにおける社会体制移
行と教育政策の課題」『九州大学大学院教育学
コース院生論文集』９：８９-１０７。

Nukaga, Misako, ２００６, “Xenophobia and the Effects 
of Education: Determinants of Japanese 

Attitudes toward Acceptance of Foreigners” 大
阪商業大学比較地域研究所・東京大学社会科学
研究所編『日本版General Social Surveys研究
論文集［５］ JGSSで見た日本人の意識と行動』
１９１-２０２。

大槻茂実，２００６，「外国人接触と外国人意識─JGSS-
２００３ データによる接触仮説の再検討─」大阪
商業大学比較地域研究所・東京大学社会科学研
究所編『日本版General Social Surveys研究論
文集［５］ JGSSで見た日本人の意識と行動』
１４９-１５９。

小沢重男・鯉渕信一，１９９２，『モンゴルという国』読
売新聞社。

Wanta, Wayne, Golan, Guy, and Lee, Cheolhan, 

2004, “Agenda Setting and International News: 

Media Influence on Public Perceptions of 

Foreign Nations”, Journalism and Mass 

Communication Quarterly, 81(2): 364-377.



立命館産業社会論集（第４８巻第３号）94

Abstract: This article examines the Mongolian attitude toward Japan and its factors through 

analyses of cross-national survey data. After Mongolia was democratized and began to rapidly 

expand exchanges with Japan, it has become a prevailing notion that the Mongolian people have a 

favorable attitude toward that country. On the other hand, Japan engaged in military conflict with 

Mongolia twice in the first half of the 20th century, and even after that, belonged to the opposite 

camp against Soviet-led countries including Mongolia. Therefore, during the socialist era the 

Mongolian government repeatedly pushed propaganda that trumpeted the threat of “militarist 

Japan” and its defeat by the Mongol-Soviet alliance. In the light of this, it is easily imagined that 

Mongolians who lived through that era have a rather unfavorable attitude toward Japan. The 

analyses in this article in fact show that the “Generation under socialism (GUS)” is likely to have 

a less favorable attitude than the “Generation after democratization (GAD)”. However, in both 

generations the majority of respondents express a positive attitude toward Japan, and cross-

national analysis with other East Asian societies reveals that the Mongolian attitude is relatively 

more favorable than in most of those societies. Besides, multivariate analysis of the attitude finds 

that factors with significant relation to the attitude are totally different between GUS and GAD. In 

the former generation factors such as recognition of international organizations and the number of 

years of education, and in the latter generation household income and frequency of contact with 

foreigners etc., are significantly related to people’s attitude toward Japan. With the prospect for 

deepening of the relationship between Japan and Mongolia, it is, and will continue to be, of 

importance to explore how Mongolians view and position Japan. This article is one attempt at 

such exploration.
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